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１．はじめに

平成２３年３月１１日に発生した、東日本大震災による

津波によって引き起こされた東京電力福島第一原子力

発電所事故により、大量の放射性物質が大気中に放出

され、東北・関東地方では広い地域において放射性物

質による汚染が広がった。放射性物質のうち、特に放

射性セシウムについては、その物理的半減期が比較的

長い（セシウム１３４は約２年、セシウム１３７は約３０年）

ために、今後、長期にわたっての対策が必要と考えら

れる。本報告では、主に土壌表面に降り注いだ放射性

セシウムの牧草や飼料用トウモロコシへの移行とその

低減策、飼料から牛乳や牛肉への移行とその低減策、

及び家畜における生物学的半減期について検討を加え

た農林水産省委託事業である実用技術開発事業の成果

を中心として、これまでに報告されている文献値を交

えて報告し、残された課題と今後の研究方向について

考察する。

２．移行係数とその考え方

畜産に及ぼす放射性物質の影響については、土壌等

の環境から牧草や飼料作物への移行、飼料から乳・肉

等の畜産物への移行の２段階について考慮する必要が

ある（図１）。放射性核種の移行程度を示す指標に移行

係数がある。このうち、農作物における移行係数につ

いては、土壌中の放射性核種濃度と作物中の放射性核

種濃度の比で表され、英語表記では���������	�
����

（��）と呼ばれる。一方、畜産物については、飼料摂

取量を考慮する必要があるために、一日あたり摂取さ

れる放射性核種の総量と畜産物中の放射性核種の比で

表され、英語表記では���������	
���������（乳では

��、肉・卵では���）と呼ばれている（図２）。すべて

の核種に関しての移行係数については、長年の研究成

果が蓄積されて国際原子力機関（����）の報告書に
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図１．畜産物への放射性セシウムの移行については２
段階の移行について考慮が必要

図２．移行係数について

図３．移行率・移行係数は IAEA（国際原子力機関）が公
表しているテクニカルレポートにまとめられて
いる．インターネットで入手可能（２０８ページ）

http://www-pub.iaea.org/MTCD/publications/PDF/trs472-web.pdf
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まとめられている（図３）。そのうち、放射性セシウム

についての穀物、トウモロコシ、牧草への移行係数の

一部を図に示した（図４）が、作物種や土壌の種類に

よって大きな偏差があり、最小値と最大値の差が１０００

倍以上となる場合もある。図５には飼料から畜産物へ

のセシウムについての移行係数を示したが、こちらも

最小値と最大値の差が牛乳で２００倍などと大きくなっ

ている。豚肉や鶏肉では偏差が小さいが、これは報告

数が少ないことにも起因している。畜産物についての

移行係数は摂取した放射性核種総量の比率で示される

ことから、飼料摂取量による違いはないこととされて

いるが、セシウムにおいて飼料摂取量が増加すると移

行係数が低下するという報告もある（図６）。また、移

行係数（��あるいは���）は小型の家畜ほど大きくな

る傾向がある一方、濃度比（����������	��
���	�：��）

は一定の値を示す傾向がある（図７）。平成２４年度から

の家畜用飼料の新たな暫定許容値の算定基準において

も、肉用鶏では成長に伴い移行係数が小さくなること

から濃度比を用いている（農水省��参照�����������

����������	
�
�����
���
������
����������	
��）。

移行係数や濃度比について、特に豚・鶏等における濃

度比のデータは世界的にも少ないことから、今後とも

データの蓄積は重要な課題である。

３．牧草地や飼料作物への影響と対策

ここからは、平成２３年度の農林水産省の委託研究で

ある「新たな農林水産施策を推進する実用技術開発事

業」の緊急対応型の課題である「植物から農畜産物へ

の放射性物質移行低減技術の開発」の畜産部分の成果

を中心に述べる。

原発事故による放射性核種のフォールアウトにより

土壌表面が汚染され、そこから牧草や飼料作物に移行

すると考えられる。一般的にフォールアウトした放射

性セシウムは土壌表面に存在することから、草地を耕

耘して種子を播き直す（更新）ことによって採草地表面

の空間線量を低減することが可能と考えられる。そこ

で、採草地の更新前後における草地表面の空間線量率

の分布と更新後の牧草中の放射性セシウム濃度を調査

したところ、簡易更新、完全更新とも更新後の空間線

量率は更新前より低下した。また、更新作業後の放射

性セシウム垂直分布では、完全更新区では下層の濃度

が高く、簡易更新区では上層が高くなっていた（図８）。

図４．農作物へのセシウムの移行係数（Transfer fac-
tors：��）（幾何平均と最小値、最大値）

図５．畜産物へのセシウムの移行係数（Transfer Coef-
ficients：��または��）（幾何平均と最小値、
最大値）

図６．羊肉における放射性セシウム移行係数と乾物摂
取量の関係（Beresford ら、２００２）

図７．移行係数（��または��）と濃度比（��：Con-
centration ratio）の比較
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また、更新後、１２月に採取した牧草中の放射性セシウ

ム濃度は更新しない場合より低下し、特に放射性核種

を深く埋没させる完全更新ではその効果が大きかった

（図９）。

飼料用トウモロコシへの放射性セシウムの移行につ

いては、堆肥を施用すると土壌から飼料用トウモロコ

シへの移行が小さくなり、牛ふん堆肥を１０�あたり施

肥基準等で推奨されている３�程度連年施用した圃場

では、トウモロコシの放射性セシウム濃度が４割程度

低くなった（図１０）。また、これまで公表されている調

査結果では、飼料畑土壌の交換性���は充分に高い場

合が多いが、土壌の���含量が低い場合には、カリ肥

料の施用により放射性セシウムの移行が２５％程度抑制

された（図１１）。

以上のことから、牧草への放射性セシウム移行を低

減する技術として、草地更新、特にプラウ耕を用いた

深耕が効果的である。ただし、この場合放射性セシウ

ムは草地に残存することに留意する必要がある。また、

図８．草地更新後の採草地表面空間線量率の頻度分布と更新後の土壌中放射性セシウム濃度

図９．草地更新後の年内刈り牧草中放射性セシウム濃度
 （乾物２０％換算、播種日９月３０日、採取日１２月７日）

図１０．堆肥の連年施用の違いが黄熟期トウモロコシの
放射性セシウムに及ぼす影響

図１１．低カリ肥沃度条件における施肥が黄熟期トウモ
ロコシの放射性セシウム濃度に及ぼす影響
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一般的に国内の飼料畑土壌の交換性カリは充分に高い

場合が多いが、堆肥やカリ肥料が充分施用されていな

い場合には、飼料用トウモロコシへの移行低減技術と

して、堆肥やカリ肥料を適切に施用することが推奨さ

れる。

４．畜産物への移行とその対策

実用技術開発事業では、我が国における飼養形態で

の飼料から牛乳や牛肉への放射性セシウムの移行程度、

乳牛に清浄な飼料を給与した時の生物学的半減期を調

査するとともに、放射性セシウムを吸着して家畜への

吸収を阻害する物質の効果について検討した。

セシウムを吸着する資材として、ゼオライトやベン

トナイト等の粘土鉱物があるが、これらの資材の放射

性セシウムを吸着する量について、放射性セシウムを

含むルーメン内容液を用いた��������試験を行った結

果、多いものでは供試したルーメン内容液中の６割近

くの放射性セシウムを吸着した（図１２）。また、乳牛の

飼養試験において、これらの資材を１日あたり３００�飼

料に添加することにより、乳中放射性セシウム濃度は

１５％減少したが有意な差ではなかった（表１）。この時、

乾物摂取量や乳量に有意な影響は見られなかったが、

ベントナイト添加により、乳脂肪及び乳蛋白質率が低

下した（表２）。清浄な飼料に切り替えると、乳中の放

射性セシウム濃度は速やかに低下し、その生物学的半

減期は約５日であり、粘土鉱物の資材を加えてもほと

んど影響がなかった（図１３）。消化試験装置による乳牛

の飼養試験では、給与された放射性セシウムの約１０％

が乳中へ、約１５％が尿へ、６２％が糞中に排泄されるこ

とが明らかとなり（図１４）、セシウムを特異的に吸着す

るプルシアンブルーを飼料中に１日あたり３�添加す

ることによって、乳中への放射性セシウム移行が３割

低下した。海外での使用実績は多いが、国内における

プルシアンブルーを用いた放射性セシウムの移行低減

については、さらなる技術的な検討が必要である。

肉牛における放射性セシウムの移行部位について検

討した結果、筋肉部位間の差はほとんどなかったが、

臓器間ではばらつきがあり、腎臓で高く、脂肪組織や

血液中では低いことが明らかとなった（図１５）。現在、

福島県を含む多くの都県で、枝肉の放射性物質濃度に

関する全頭検査が行われているが、と畜前に牛肉中の

放射性セシウム濃度を推定する技術に関しては、様々

な方式が検討されている。その中で、全農飼料畜産中

央研究所は（独）農研機構・畜草研等と共同で���シ

ンチレーションサーベイメーターを用いた簡易な推定

手法を開発した。この測定法の重要な点は、検知管を

図１２．ルーメン内容液を用いた吸着資材による放射性セシウム濃度低下
（ルーメン内容液１５０ml に吸着資材１gを添加し２４時間浸透培養を行った）

表１．泌乳牛における乳、尿、血液、糞中の放射性セシウムの濃度
（ゼオライト、ベントナイト区はそれぞれの資材を１日あたり４００g給与）



豚病会報　No.60　2012 11

鉛筒で覆って周りからの放射線を防ぐことと、純水を

入れたポリタンクを測定牛の近傍で対照として測定し

て厳密なバックグラウンドを得ることである。精度を

高めるためにより多くのデータの取得が重要な課題で

ある。

５．残された課題と今後の研究方向

残された主な課題としては、以下の３点が考えられ

る。①草地更新により牧草の放射性セシウム濃度を低

減できることを明らかにしたが、草地更新が難しい急

斜面等についてどうするか。②汚染された飼料を給与

された家畜の排泄物や堆肥等をどうするべきか。③繁

殖牛や老廃牛など、平成２３年度の暫定許容値が高かっ

た飼料を給与されていた家畜のと殺前推定技術の精度

を高めるにはどうしたらよいか。放射性セシウム１３７

の物理学的半減期は３０年と比較的長いことから、今後

も、放射性セシウム濃度のモニタリングを含めて、引

き続き調査を続けて行く必要がある。さらに、消費者

や生産者に正確な情報を提供する必要がある。

６．最後に

本報告で紹介した国内の成果については、農林水産

省委託事業、「新たな農林水産施策を推進する実用技

術開発事業」の緊急対応型の課題である「植物から農

畜産物への放射性物質移行低減技術の開発」によって

得られた成果である。本事業に参加して下さった福島

県農業総合センター畜産研究所、（株）大日精化工業、

及び（独）農研機構・畜産草地研究所の担当者の方々に

表２．乾物摂取量、乳量、乳質に及ぼす吸着資材の影響

図１３．泌乳牛での生物学的半減期の推定 図１４．消化試験装置による乳牛飼養試験の結果

図１５．肉牛における放射性セシウムの移行部位
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御礼を申し上げる。また、と殺前推定技術として、体

表面からのサーベイ手法を確立した全農飼料畜産中央

研究所の林所長及び全農の担当者の方々、海外におけ

る貴重な情報を提供してくださった英国ランカスター

環境研究センターの��������	�
�����博士ならびに

��������	
�	�������博士に感謝申し上げる。最後に

なったが、東日本大震災とその後の東京電力福島第一

原子力発電所事故によって被災された多くの方々に謹

んでお見舞い申し上げるとともに、震災でなくなられ

た方々に深い哀悼の意を表する。
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